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続・判例研究：No.24

島 並 　 良＊

【要　旨】

第一審被告Ｙ社（アステラス製薬株式会社）
の前身であるＡ社（山之内製薬株式会社）の元
従業員であり，その在職中に完成された発明の
共同発明者の１人である第一審原告Ｘが，Ｙに
対し，平成16年改正前特許法35条に基づき，上
記各職務発明に係る特許を受ける権利をＹに承
継させたことによる相当の対価の一部請求とし
て，10億円及び遅延損害金の支払を求めた事案
の控訴審である。知財高裁は，Ｙが自社の現行
職務発明に基づいて実施時補償を支払ったこと
から時効利益の一部放棄を認める一方，残部に
ついては消滅時効の援用により確定的に消滅し
たとして，Ｙの控訴に基づき原判決を変更し，
相当対価額を減額した。

【事　実】

１．第一審原告Ｘは，第一審被告Ｙ社の前身で
あるＡ社の元従業員であり（昭和45年４月入社，
平成15年11月１日退職），その在職中に完成し
た，名称を「スルフアモイル置換フエネチルア
ミン誘導体」とする発明（以下「本件物質発明」
という。）および「置換フエネチルアミン誘導
体の製造法」とする発明（以下「本件製法発明」
という。）の共同発明者の１人である（両発明
を併せて，以下「本件発明」ともいう。）。

なお，本件発明の共同発明者間におけるＸの
貢献度が，本件物質発明については40％，本件
製法発明については90％であることに争いはな
いが，使用者利益に対する使用者Ａと，Ｘを含
む共同発明者全員との間の貢献割合について
は，後述のとおり争いがある。

２．主として医薬品等の製造販売および輸出入
等を目的とする株式会社であるＹは，平成17年
４月１日にＡとＢ社（藤沢薬品工業株式会社）
が合併して成立した。Ｙは，本件物質発明に含
まれる塩酸タムスロシンという物質を有効成分
とする前立腺肥大症に伴う排尿障害治療剤（商
品名「ハルナール」）を製造・販売している。
また，本件物質発明は，日本，米国および欧

州等で特許されており（以下各特許を「日本物
質特許」，「米国物質特許」等といい，これら全
てを総称して「本件物質特許」という。），本件
製法発明は日本およびスペインで特許されてい
る（以下各特許を「日本製法特許」等といい，
これら全てを総称して「本件製法特許」とい
う。）。このうち，出願が最も古い日本物質特許
（特許第1443699号）の出願日は昭和55年２月８
日，登録日は昭和63年６月８日である。本件物
質特許および本件製法特許（これらを併せて「本
件特許」ともいう。）についてはいずれも，出
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願人および当初の特許権者はＡ，現在の特許権
者はＹである。

３．本件物質発明に係る全ての特許を受ける権
利の相当対価請求権は，国内外を含めて平成２
年２月８日が経過することにより，また本件製
法発明に係る全ての特許を受ける権利の相当対
価請求権は，国内外を含めて平成７年11月13日
が経過することにより，いずれも消滅時効期間
が経過している。そして，Ａは，Ｂとの合併に
よりＹの旧職務発明規定が施行される平成17年
４月１日までは，いつでも消滅時効を援用する
ことにより債務を免れることができる状態にあ
った。
Ｙは，社内の現行職務発明規程（以下，「Ｙ

現行規程」という。）に基づき，米国物質特許
および欧州物質特許の平成17年４月１日（前述
のとおり，ＡとＢが合併してＹが成立し，Ｙの
旧職務発明規程が施行された日。）から平成20
年３月31日までの期間の実施時補償額309万
8,400円，および日本製法特許の同期間の実施
時補償額26万1,500円の合計335万9,900円を，平
成21年３月６日にＸへ支払った（以下「本件支
払」という。）。

４．以上の事実を前提にして，Ｘが，Ｙに対し，
平成16年法律第79号による改正前の特許法（以
下「改正前特許法」ないし単に「法」ともいう。）
35条３項に基づき，当該各職務発明に係る特許
を受ける権利をＡに承継させたことによる相当
の対価（総額40億円は下らないとＸは主張して
いる）の一部請求として10億円およびこれに対
する遅延損害金の支払を求めたのが本件であ
る。
争点は多岐にわたるが，使用者利益に対する

Ａの貢献度など多くは事実認定に関わるもので
あり，法律上の主たる争点は消滅時効の成否に
ある。すなわち，Ｙは，Ｘの相当対価請求権が

時効消滅していると主張したのに対して，Ｘは，
本件支払が時効利益の放棄に当たると主張し
た。

５．原判決１）は，Ｘの上記請求について，ハル
ナールの上市から，平成17年４月１日当時に存
続期間が満了していなかった日本製法特許，ス
ペイン製法特許，米国物質特許および欧州物質
特許の各存続期間満了までの，売上実績に基づ
く相当対価額（合計１億6,874万円）から本件
支払額を控除した１億6,538万円，およびこれ
に対する遅延損害金の支払を求める限度で認容
し，その余の請求を棄却した。
その際，Ｙは，相当対価請求権の時効の完成

を知っていたが，本件支払の対象となった各特
許については実施による利益の有無等の検討を
行った上で実施時補償として本件支払を行った
ことが認められるから，その対象となった各特
許については本件支払により時効の利益を放棄
したと認められるとされた。
Ｘ・Ｙの双方が原判決を不服として控訴。

【判　旨】

１．「Ｙは，･･･上記の各国（筆者注：イタリ
ア，スペイン，フランス，イギリス，オランダ，
ポルトガル及びベルギー）においては，使用者
が発明に基づく特許を受ける権利を独占してい
るから，法35条所定の独占の利益（筆者注：従
業者たる発明者が使用者に特許を受ける権利を
承継させたことによる使用者の利益）が存在し
ないと主張する。
しかし，･･･本件では，特許を受ける権利が

諸外国においてどのように取り扱われ，どのよ
うな効力を有するかという問題ではなく，当事
者間の特許を受ける権利の譲渡の対価という，
当該譲渡の原因関係である債権的法律行為の効
力が問題となっているから，Ｙの上記主張は，
その前提を誤るものである。むしろ，法35条３
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項，４項の類推適用の基礎は，各国の法制が我
が国と同様であることにあるのではなく，特許
を受ける権利が社会的事実としては実質的に１
個であることや，当該発明に関する法律関係を
一元的に処理しようという当事者の通常の意思
にあるのであり，後記認定の本件の事実関係に
照らせば，本件でもそのような類推適用の基礎
が存在するものと認められる。
よって，Ｙの上記主張は，採用できない。」

２．「Ｙは，本件支払に当たり，上記相当対価
請求権の時効の完成を知っていたものである
が，本件支払の対象となった各特許（米国物質
特許，欧州物質特許及び日本製法特許）につい
ては，これに基づく支払額について当事者間に
争いがあったにもかかわらず，Ｙ現行規程に基
づき，実施による利益の有無等の検討を行った
上で，実施時補償としての本件支払を行ったこ
とが認められるから，本件支払により，当該各
特許を受ける権利の承継に基づく相当対価請求
権について時効利益を放棄したものと認めるの
が相当である。
他方，本件支払の対象となったのは，上記の
とおり，米国物質特許，欧州物質特許及び日本
製法特許を受ける権利の承継に基づく相当対価
請求権に限られるから，Ｙによる時効利益の放
棄の対象も，当該相当対価請求権に限られ，そ
の余の相当対価請求権は，いずれも時効利益が
放棄されていないから，Ｙによる本件援用（筆
者注・第一回口頭弁論期日における時効の援
用）により，確定的に消滅したものと認められ
る。」
「本件支払により時効利益の放棄の対象とな
った相当対価請求権は，米国物質特許，欧州物
質特許及び日本製法特許を受ける権利の承継に
基づくものであるが，証拠（略）によれば，日
本製法特許が我が国におけるハルナールの製造
には使用されていなかったものと認められるか

ら，日本製法特許については，それによる超過
売上高等を観念することができない。
したがって，日本製法特許に関する相当対価

請求権の額は，零である。」
「Ｙは，前記認定のとおり，本件支払に当た
って，Ｙ現行規程について説明を加えた上で，
実施時補償として支払の対象となる利益の時期
を平成17年４月１日以降に限定するとともに，
それより前の利益に基づく実施時補償がＡの旧
規程によっては支払対象とならないこと，すな
わち当該実施時補償のうち同日以降の利益に基
づく部分については支払義務を認める一方，そ
れより前の部分についてはＹに支払義務がない
との意思をいずれもＸに対して明確に伝えてい
るから，Ｙによる上記時効利益の放棄という意
思表示は，米国物質特許及び欧州物質特許を受
ける権利の承継に基づく相当対価請求権のうち
当該各特許による同日以降の利益に基づく部分
のみを対象としてされたものと解するのが相当
であって，Ｙは，本件支払により，当該相当対
価請求権の同年３月31日以前の利益に基づく部
分についてまで時効利益を放棄したものとはい
えない。
したがって，Ｙは，米国物質特許及び欧州物

質特許を受ける権利の承継に基づく相当対価請
求権の平成17年４月１日以降の利益に基づく部
分については，本件支払により時効利益を放棄
しているから，当該部分について後に本件援用
をしたからといって，その支払を拒むことはで
きない一方，同年３月31日以前の利益に基づく
部分について，本件支払後に時効を援用するこ
とについて何ら妨げがなく，当該部分は，いず
れも本件援用により確定的に消滅したものとい
うべきである。」

３．「Ｙは，本件支払がＡとＢの合併後の従業
員の処遇という政策的目的に基づく特別な措置
であり，一種の恩賞という意味合いでされたも
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のにすぎず，改正後の特許法に基づく支払であ
るから法（改正前特許法）に基づいて発生した
相当対価請求権に対する支払には当たらない
し，また，Ｙには消滅時効期間が経過した相当
対価請求権に対する支払という認識がなかった
から，本件支払が時効利益の放棄に当たらず，
本件援用が信義則に反しないと主張する。
しかしながら，前記認定のとおり，Ｙは，他

の職務発明に適用されるのと同じＹ現行規程に
基づいて本件支払を行っているから，動機にお
いて政策的な目的を含んでいたとしても，本件
支払を直ちに恩賞等と解することはできない。
むしろ，Ｙは，前記のとおり，本件発明に係る
全ての特許を受ける権利に基づく相当対価請求
権の時効の完成を知っており，かつ，その額に
ついて当事者間に争いがあったにもかかわら
ず，米国物質特許及び欧州物質特許等の平成17
年４月１日以降の部分について，Ｙ現行規程に
基づき，実施による利益の有無等の検討を行っ
た上で，実施時補償としての本件支払を行った
ものであるから，本件支払により，当該部分に
ついて時効利益を放棄したものというほかな
い。
また，本件支払が改正後の特許法に則って制

定されたＹ現行規程に基づいて行われたからと
いって，Ｘは法（改正前特許法）に基づいて発
生した相当対価請求権を有していたことに変わ
りはなく，かつ，本件支払がそれ以外の債務に
対する弁済としてされたと認めるに足りる証拠
はないから，本件支払は，Ｘの有する当該相当
対価請求権に対するものというべきである。」

４．「Ｘは，本件特許が社会的事実としては実
質的に１個と評価される同一の発明から生じた
ものであるから，Ｙによる本件支払がある以上，
本件発明に係る全ての特許を受ける権利に基づ
く相当対価請求権について消滅時効を認めるべ
きではないと主張する。

しかしながら，･･･特許を受ける権利は，成
立した１つの特許権ごとに観念されるから，職
務発明における特許権を受ける権利（筆者注：
特許を受ける権利）の承継に基づく対価請求権
も，特許権ごとに発生すると解するのが相当で
あって，その消滅時効の成否についても，特許
権ごとに判断するのが相当である。」
「Ｘは，明確に区別できない１個の訴訟物で
ある相当対価請求権が，対象製品の年度売上げ
により区別されることが不合理であり，Ｙが本
件支払に当たって消滅時効の完成を知りながら
時効利益を放棄するものではない旨の留保もし
なかったのであるから，本件支払により相当対
価につき弁済すべき意思を明らかにしたもので
あって，その後の本件援用が認められないと主
張する。
しかしながら，後記のとおり，法35条３項所

定の『相当の対価』は，本来，使用者等が特許
を受ける権利を承継した時点での価値として把
握されるべきものであるが，権利承継の時点ま
での資料によってそのような価値として把握す
ることは困難であり，相当対価の算定に当たっ
ては，使用者等が特許を受ける権利を承継して
特許を取得した結果，現実に利益を得たときは
その得た利益の額及びその利益を得るについて
使用者等が貢献した程度等の権利承継後の事情
をも資料として判断するのが相当であるとこ
ろ，Ｙ現行規程は，このような考え方に基づき，
算定期間ごとの具体的な利益額等を考慮に入れ
て実施時補償の金額を定めるものであるから，
法35条の趣旨に反するものではない。そして，
Ｙは，前記認定のとおり，本件支払に当たって，
Ｙ現行規程について説明を加えた上で，実施時
補償のうち平成17年４月１日以降の利益に基づ
く部分については支払義務を認める一方，それ
より前の部分についてはＹに支払義務がないと
の意思をいずれもＸに対して明確に伝えている
から，これによりＸの有する相当対価請求権の
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うち同日以降の部分に限定して時効利益を放棄
したと解することは，Ｙの意思表示の解釈とし
て自然であるのみならず，Ｘ及びＹの認識に即
した合理的なものであり，このような解釈を妨
げるべき事情も見当たらない。
以上によれば，米国物質特許及び欧州物質特
許等の特許を受ける権利の承継に基づく相当対
価請求権の消滅時効について，平成17年４月１
日以降の部分とそれより前の部分に分けて考え
ることは，何ら不合理ではなく，本件支払によ
って，Ｙが無条件に相当対価請求権の支払に応
じる意思を明らかにしたものと解することもで
きない。」

【研　究】判旨反対

1 ．	はじめに

本判決は，使用者企業が，社内の職務発明規
程に従い，一定の期間の特許製品の売上に応じ
た実績補償として特許を受ける権利の承継の対
価を支払った場合に，当該期間の始期以前の実
績分については相当対価請求権（35条３項）が
時効消滅した一方で，同始期以降の実績分につ
いてはこの支払をもって同請求権の時効利益の
放棄があったとされたものである。本件の各発
明および各特許ごとに，相当対価請求権の存否
に関して本判決の結論をまとめると，次の表１
のとおりとなる。

本判決には，①契約準拠法を選択している点，

②準拠法選択という抵触法上の問題と，準拠法
として日本法が選択された後の日本特許法35条
３項，４項の（類推）適用の可否という実質法
解釈の問題とを区別せずに扱っている点，③具
体的制度が日本とは大きく異なる外国で特許を
受ける権利についても日本特許法35条３項，４
項を類推適用している点，④相当対価請求権の
成否（35条３項適用の可否）については各国権
利を実質的に１つであるとして一体的に捉えつ
つ（判旨１．），同時に35条３項類推適用後の消
滅時効の成否については各国権利を個別的に捉
えている（判旨４．）点２）など，前提的な理解に
ついてもさまざまな疑問がある。しかし，これ
らの多くは日立製作所光ディスク事件最高裁判
決３）に沿った判断であり４），また同判決に対し
て筆者はすでに反対する旨の意見を別稿５）で記
したことがある。そこで，紙幅の制約もあるこ
とから，以下では，時効利益の放棄に関する点
に焦点を絞り検討を加える。

2 ．	時効利益の放棄とは何か

本件判旨２．は，事後的な社内規程に基づい
た約定額の支払をもって，その対象となった権
利および時期については，相当対価請求権の消
滅時効に関する時効利益の放棄にあたるとした
ものである。
時効利益の放棄とは，時効の援用権者が時効
の利益を受けない旨の意思を表示することであ
り，債務者保護の観点から「時効の利益は，あ
らかじめ放棄することができない。」と定める

表１　相当対価請求権の存否に関する本判決の結論のまとめ

発明 特許 相当対価請求権の存否

本件 
物質発明

日本物質特許 本件援用により時効消滅
米国物質特許 ・平17/4/1以前の実績分の補償は本件援用により時効消滅

・平17/4/1以後の実績分の補償は本件支払で時効利益放棄欧州物質特許
本件 
製法発明

日本製法特許 ハルナールに不使用のため額がゼロ
スペイン製法特許 本件援用により時効消滅
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民法146条の反対解釈により，時効完成後につ
いては時効利益の放棄が許されるものとされて
いる。時効は，債務者が援用しないとその効果
が発生しないため（民145条），時効利益の放棄
により，債務消滅という消滅時効の効果は確定
的に発生しないこととなる。
なお，時効利益の放棄は，上述のとおり時効

の利益を受けない旨の意思表示であるから，債
務者が時効の完成を知っていることが前提とな
る。これに対して，債務者が時効の完成を知ら
ずに債務の存在を前提とした行為（自認行為）
をした場合，かつての判例６）は時効完成の認識
を推定しつつ，反証によるその覆滅を容易には
認めていなかった。しかし，むしろ時効完成の
認識があれば自認行為に及ばないことが通常で
あることから，現在の判例７）はこのような不自
然な推定構成を採らず，端的に信義則によって
援用権の行使を認めないという援用権喪失構成
を採る８）。
したがって，債務者が債務の存在を前提とし

た行為をした場合には，権利承継対価請求権の
消滅時効完成を使用者が知っていれば時効利益
の放棄として，知らなければ信義則による援用
権喪失により，いずれにしても時効消滅の効果
は発生しない。

3 ．	職務発明に関する先例

職務発明の相当対価請求訴訟では，本件のよ
うに，消滅時効完成後の使用者からの補償金や
報奨金等の支払が，時効利益の放棄ないし信義
則によって援用権が喪失する自認行為にあたる
かが争われることがある。
過去の裁判例では，時効完成後に功績表彰の

副賞として金銭が授与された事案について，そ
れが「職務発明の発明者に与えられる場合があ
ったとしても，その性質は，元来，恩恵的な表
彰というべきものであって，功績表彰の副賞と
して授与される金銭は，職務発明の対価として

の性質を有するものとは認められない。」とし
て，その支払を時効完成後の債務承認にはあた
らないとされたもの９）がある。
その一方で，社内の発明取扱規程に補償金と

は別に定められた「特許報奨金」が，時効完成
後に支払われた事案について，「その名称のい
かんを問わず，その実質は実績補償金に当たる
といわざるを得ない。」として，「いわゆる実績
補償の性質を有するものであり，特許法35条３
項，４項所定の相当の対価の一部に当たると解
される。したがって，その支払は，相当の対価
の支払債務について時効が完成した後に当該債
務を承認したものというべきであるから，被告
が当該債務について消滅時効を援用すること
は，信義則に照らし許されないものと解するの
が相当である。」とされた例10）もある11）。
本件では，本件支払は恩恵的表彰ではなく，

職務発明の対価としての実績補償金にほかなら
ないものであったから，支払われた金銭の性質
に着目するこれら先例の流れに沿うものである
といえる（その当否については後述）。

4 ．	約定対価と消滅時効

本判決の特徴は，むしろ，時効利益の放棄が
認められる時期を限定した点にある。
Ｙは，第１審の時点で既に，平成17年４月１

日以降の売上に対応する部分という明確に区別
された部分の弁済として本件支払は行われたの
だから，当該部分のみの時効利益の放棄になる
にすぎないと主張していた。これに対して，本
件原判決12）は，「相当対価請求権は，特許を受
ける権利の承継の対価についての請求権であ
り，それは時期的に区切られた権利として成立
するものではなく，権利の承継時に全体として
１個の請求権として成立するものである。その
算定をするに当たって，被告の期間ごとの利益
が算定資料として考慮されるとしても，それは
あくまでも算定のための標識であるにすぎない
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のであって，算定期間が相当対価請求権を区切
る標識となり，その標識により可分な部分につ
いての弁済が認められるというような性質のも
のではない。」と応答している。つまり，原審
判決では，Ａ国特許を受ける権利の承継対価と
Ｂ国特許を受ける権利の承継対価は別個である
が，Ａ国特許を受ける権利の承継対価は全体と
して１つであって，その一部期間に対応する実
績補償金を支払った以上は，全期間に対応する
実績補償金の消滅時効の利益が放棄されたと扱
われたのである。
ところが，本判決は，同じＡ国特許を受ける
権利の承継対価であっても，その内容は時期的
に可分であって，承継対価を支払う際に使用者
がどの時期に関する実績補償金であるとの意思
を有し，またそれが従業者に表示されていたか
によって，時効利益の放棄の対象は限定され得
るとした。これは，放棄の効果の物的範囲に関
して，意思解釈の問題であるとする現在の学説13）

に沿うものである。
翻って考えると，時効完成後の時効利益の放
棄や自認行為によって，消滅時効の援用権が失
われ，その効果の発生が阻まれるのは，矛盾行
為の禁止および相手方の信頼保護という２つの
根拠に基づくものと思われる14）。すなわち，時
効完成後に債務を承認しながら時効による債務
の消滅を主張するのは矛盾しているし，また，
債務の承認を受けて債務者はもう時効を援用し
ないと考えた相手方の信頼を保護する必要もあ
る。そうであれば，いかなる範囲の債務につい
て承認したかという債務者の意思に照らして矛
盾主張の有無が判断され，またそれがどのよう
に表示されたかによって相手方の信頼の可能性
が考慮されることは，当然であろう。ある特定
の国の承継対価請求権を可分と捉えて，その時
効利益の放棄の効果を時期的に限定した本件判
旨は，妥当であると解される。

5 ．	法定対価と消滅時効

もっとも，このように放棄の効果について時
期的な限定を加えたとしても，さらに，本件支
払によって，特許法35条３項が定める法定の相

4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4

当対価請求権の
4 4 4 4 4 4 4

消滅時効についても放棄の効果
が認められるかについては，疑問がある。なぜ
なら，時効利益の放棄（権利承継対価請求権の
消滅時効完成を使用者が知っている場合）であ
れ，信義則による援用権喪失（それを知らない
場合）であれ，いずれにしても債務者たる使用
者が債務の存在そのものについて認識していな
ければ，債務の存在を前提とした承認行為とは
言えず，したがって時効消滅の効果は発生しな
いからである。本判決では，本件支払により（信
義則による援用権の喪失ではなく）時効利益の
放棄がなされたとされたから，使用者に消滅時
効の完成の認識があったことになるが，それは
つまり，債務の存在についても認識していたこ
とを当然に意味する。
しかし，社内の職務発明規程等に則って使用

者から権利承継の対価が支払われた場合には，
使用者は消滅時効の完成を知らないどころか，
それを超えた相当額との差額支払債務はそもそ
も存在しないとの認識であることが多いのでは
ないか。実際に本件でも，Ｙは，本件支払は，
改正後の特許法に基づく支払であるから，改正
前特許法に基づいて発生した相当対価請求権に
対する支払には当たらないし，また，Ｙには消
滅時効期間が経過した相当対価請求権に対する
支払という認識がなかったから，本件支払が時
効利益の放棄に当たらないと反論したが，これ
らは判旨３．において，実質的な理由を付すこ
となくいずれも一蹴されている。
この問題は結局，職務発明規程等に基づく対

価請求権と，特許法35条３項が定める相当対価
請求権（相当額に充るまでの残額請求権）の関
係を，どのようなものとして捉えるかに関わる
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ように思われる。すなわち，本判決も含むこれ
までの裁判例は，両者を一体のものと捉えてい
るからこそ，前者の職務発明規程等に基づく実
績補償金等の支払を，後者の相当対価支払債務
に関する承認行為であると位置付け，時効利益
の放棄を認めるわけである。しかし，両者は，
その法的性質を大きく異にする15）。つまり，職
務発明規程等に基づく対価請求権は，（擬制さ
れた）労使間の合意に拘束力の根拠がある契約
上の約定債権であるが，特許法35条３項が定め
る相当対価請求権は，まさに同条項が創設的に
認めたからこそ拘束力が生じる法定債権であ
る。そうであれば，両者を一体として捉える本
判決の立場は，理論的に説明が困難であろう。
そして，約定に基づいて弁済した債務が，そ

れに関連するとはいえ，それとは異なる法定債
権に対する債務の承認でもあるかは，先述した
時期的な限定と同じく，時効利益の放棄の効果
が及ぶ物的範囲の問題であるから，債務者の意
思に従うこととなる16）。ここで，約定額で不足
するのであれば，どのみち相当額との差額を支
払わなければならないのだから，使用者は通常，
こうした差額（承継対価に関する未払い分）は
存在しないとの意思をもって約定額を支払って
いるのではないだろうか17）。
そうであれば，約定額の支払いをしたからと

いって，相当対価との差額分の支払について時
効を援用することが矛盾行為として非難に値す
るかは疑問がある。また他方で，債権者たる従
業者としても，あくまで約定額の支払いを受け
たに過ぎない（この点は本件でも従業者に明示
されている）のだから，相当対価との差額につ
いても時効を援用しないとの信頼が形成された
とは言えまい。
さらに，本件事案の解決を離れても，同様の

事案で使用者が約定対価の支払いを躊躇する事
態は，従業者保護の観点から望ましくない。し
たがって，約定対価の支払いにより，却って使

用者に（予測可能性の低い）不利益な結果がも
たらされることは，できるだけ避けるべきであ
ろう。一部の期間に対する約定対価（実績補償
金）の支払いは，あくまで残る期間の約定対価
に対する時効利益の放棄に過ぎず，それとは法
的性質を異にする相当対価との差額について
は，なお時効援用の余地を残すという抑制的な
解釈が，政策的にも妥当であるように思われる。

注　記

 1） 東京地判平成25年１月31日裁判所ウェブサイト。
 2） ここで，特許法35条３項の類推適用の可否と，

適用後の消滅時効の成否は，いずれも，実質法（日
本特許法，日本民法）の解釈問題であることに
留意を要する。

 3） 最判平成18年10月17日民集60巻８号2853頁（日
立製作所光ディスク事件）。

 4） 日立製作所事件光ディスク事件の最高裁判決（前
掲注３））では，特許法35条類推適用の理由とし
て，①従業者・使用者間の交渉力格差に内外権
利の区別がないこと，②各国の特許を受ける権
利が社会的事実としては実質的に１個と評価さ
れる同一の発明から生じること，③内外権利を
一元的に処理することが当事者の通常の意思で
あること，の３つを挙げていた。本判決は，こ
のうち，②と③の理由に特に着目したものとい
える（ただし，②については，日立最判が社会
的に同一とみたのは発明であって，本判決のよ
うな特許を受ける権利ではない。）。

 5） 島並良・判例研究・L&T34号53頁（2007年）。
 6） 大判大正６年２月19日民録23輯311頁，最判昭和

35年６月23日民集14巻８号1498頁。
 7） 最判昭和41年４月20日民集20巻４号702頁。
 8） 債務者による推定覆滅をも認めないこのような

結論は，矛盾行為の禁止や相手方の信頼保護か
ら説明されている（山本敬三『民法講義Ⅰ総則（第
３版）』（有斐閣，2011年）608頁）。

 9） 大阪地判平成17年４月28日判時1919号151頁（住
友化学変性重合体製造法事件）。

 10） 東京地判平成16年２月24日判時1853号38頁（味
の素アスパルテーム事件）。

 11） 同様の例として，東京地判平成14年11月29日判
時1807号33頁（日立製作所光ディスク事件）。
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 12） 前掲注１）。
 13） 四宮和夫・能見善久『民法総則（第８版）』（弘

文堂，2010年）410頁。
 14） 信義則による援用権喪失に限定した説明として，

山本敬三『民法講義Ⅰ総則（第３版）』（有斐閣，
2011年）608頁。

 15） 島並良「職務発明対価請求権の法的性質（上）
（下）」特許研究39号21頁（2005年），42号５頁（2006
年）。

 16） 時効利益の放棄とは裏腹の関係にあり，同じく

意思解釈の問題とされる時効援用の物的範囲に
関して，元本についての援用は利息金に及ばな
いとした例として，大判大正６年８月22日民録
23輯1292頁を参照。

 17） 中山信弘・小泉直樹編『新・注解特許法（上巻）』
（青林書院，2011年）571頁，572頁（飯塚卓也・
田中浩之執筆）。

（原稿受領日　2013年10月25日）
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